
14_福祉課_1事業シート（令和3年度予算）
1 ２

3 ⑴

1

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和3年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施 5.令和2年度事業実績、評価等（Check）　R3.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

8,304 8,304 △ 10

△ 10

財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

説明

事業名 31110 民生児童委員事業費 予
算

会計 一般会計
総合計画

まちづくりの方向性 心身の健康と文化、教育で心豊かな暮らしを実現する

目的
・民生児童委員及び主任児童委員の行う地域住民の相談・支援・調査・見守り活動の
促進により市民福祉の向上を図る。

概要 ・民生児童委員及び主任児童委員の研修や活動に関する費用の一部を助成

担当課 福祉部　福祉課 内線 2955 目 社会福祉総務費

市長公約
款 民生費 まちづくり戦略 心身が健康で安心して暮らし続けられる社会の実現

項 社会福祉費
根拠計画

地域福祉計画

9,178 8,758 8,314

最終予算

総合計画等　主な指標 R2実績H31実績 R6目標

R3予算 実施計画額 8,300

8,310

決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a)

県費　（ 民生委員推薦会負担金　2千円／名 16

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H31 R2

要求額

個票枝番 主な事業内容

8,310 8,304 8,304一般財源 9,178 8,742 8,314

特定財源

国費　（ 

その他（ 

△ 8,097 8,172

査定額

民生児童委員活動費交付金 8,124 8,097 8,172

評価等
・地域福祉の担い手としての民生児童委員の役割は大きく、委員の活動に対する支援の必要性は高い。
・行政、関係機関等との連携により多方面に渡る活動を支援する必要がある。

評価等
財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・活動を継続的に支援し、市民福祉の向上を図る。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

担当課
予算要求
ポイント事業実績

・民生児童委員による地域での相談・支援件数　3,285件
・民生児童委員の一斉改選　227名

事業実績

H31完了 R2完了

R2完了予定 R3完了予定

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

14_福祉課_1 31110



14_福祉課_2事業シート（令和3年度予算）
1 ２

3 ⑴

1

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和3年度予算編成（Action） （千円）

）

地域生活支援事業費　1/2 ）

）

◎ 1

◎ 2

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施 5.令和2年度事業実績、評価等（Check）　R3.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

障がい児者支援相談等

一般相談、生活困窮者支援相談

６人・毎週水・金曜日

説明

事業名 31120 総合相談支援事業費 予
算

会計 一般会計
総合計画

まちづくりの方向性 心身の健康と文化、教育で心豊かな暮らしを実現する

担当課 福祉部　福祉課 内線 2955 目 社会福祉総務費

市長公約
款 民生費 まちづくり戦略 心身が健康で安心して暮らし続けられる社会の実現

項 社会福祉費
根拠計画

地域福祉計画

決算 (b) 増減 (b)-(a)

13,480

総合計画等　主な指標 R2実績H31実績 R6目標

37,369 37,304 37,304

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H31 R2 R3予算 実施計画額

目的
・生活上の心配ごとに関する相談体制を整え、必要な助言や他機関の紹介などを行
い、市民の不安を解消する。

概要
・福祉サービス総合相談支援センターの設置
・心配ごと相談所の設置

自立生活のためのプラン作成割合 35.1% 50%

36,200
要求額 財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

23,774 23,724 23,824

19,645 19,450 19,45011,450 11,588

最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

10,000

特定財源

8,100

県費　（ 1,525

11,350

1,5251,525 1,525

600 600 100その他（ 飛騨高山ふるさと基金繰入金 9,90010,000

国費　（ 総合相談支援事業費　3/4　等

一般財源 11,724 11,536 12,374 16,199 6,329 6,329 △ 6,045

△ 1,224 1,224

福祉サービス総合相談支援センターの運営 21,500 21,500 21,900 △ 21,500

査定額

心配ごと相談所の設置

個票枝番 主な事業内容

1,224 1,224 1,224

基幹相談支援センターの設置・運営 11,700

22,300

192 192 600 △ 192 2,000住居確保給付金

評価等
・福祉サービス総合相談支援センターは専門資格を有する職員を配置しており、市民の不安の解消や問
題の解決に大きく寄与している。
・相談員が研修を受講し、スキルアップの強化が図られている。

評価等
財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・福祉サービス総合相談支援センターの効果的な運用を図る。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

担当課
予算要求
ポイント事業実績

・福祉サービス総合相談支援センター相談件数　5,162件
・心配ごと相談件数　96件（本庁のみ）

事業実績

H31完了 R2完了

R2完了予定 R3完了予定

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

14_福祉課_2 31120



14_福祉課_3主要事業個票（令和3年度予算）

□ □ 1

□ ☑ 3

□ 1

□ 1

事業の目的・概要（Plan）

[参考] H31決算（Do・Check）　R2.8時点 （千円） [参考] R2当初予算(Action)　R2.3時点 （千円） R2決算（Do・Check）　R3.8時点 （千円） R3予算査定（Action）　 （千円）

※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合あり ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合あり

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

H31完了 R2完了

[事業実績]

・福祉サービス総合相談支援センター相談件数　5,162件

[評価等]

・福祉サービス総合相談支援センターは専門資格を有する職員を配置し
ており、市民の不安の解消や問題の解決に大きく寄与している。
・相談員が研修を受講し、スキルアップの強化が図られている。

[事業内容]
・市民生活に関わる相談・支援をワンストップで対応できるよう福祉サー
ビス総合相談支援センターを設置する。
　①生活総合相談（なんでも相談）
　②障がい児者の相談
　③生活困窮者の相談
　    ・生活困窮者自立支援法における自立相談支援事業の実施
　④高齢者の総合相談（包括支援センター）
　　※④については高年介護課の包括的支援事業（43100）にて
　　　 予算措置

[事業実績]

[評価等]

[事業内容]
・市民生活に関わる相談・支援をワンストップで対応できるよう、福祉サー
ビス総合相談支援センターを設置する。
　①生活総合相談（なんでも相談）
　②生活困窮者の相談
　    ・生活困窮者自立支援法における自立相談支援事業、
　　　　就労準備支援事業、家計改善支援事業の実施
　③高齢者の総合相談（包括支援センター）
　　※④については高年介護課の包括的支援事業（43100）にて
　       予算措置

[スケジュール] [スケジュール]

　R3.4～　総合相談支援センターの支援体制の拡充

次年度以降
の考え方
(担当課)

・福祉サービス総合相談支援セ
ンターの効果的な運用を図る。

維持・改善

次年度以降
の考え方
(担当課)

R2完了予定 R3完了予定

維持・改善

拡大 拡大

400

事業実績、評価等 事業内容、スケジュール 事業実績、評価等 事業内容、スケジュール

対前年度増減額（決算） 対前年度増減額（当初予算） 400 対前年度増減額（決算）

決算額 21,500 決算額

対前年度増減額（当初予算）

補正等 補正等
予算額

当初

繰越

主な経費
・福祉サービス総合相談支援センター運営にかかる委託
料

繰越

最終 21,500 最終

目的
生活上の心配ごとに関する相談体制を整え、必要な助言や他機関の紹介などを行い、市民の不
安を解消する。

概要 ・福祉サービス総合相談支援センターの機能を拡充し、支援の充実を図る。

予算額

当初 21,500 予算額 当初 21,900 予算額 当初 22,300

主な経費
・福祉サービス総合相談支援センター運営にかかる委託
料

内線 2081

目 社会福祉総務費 作成年月 R2.11

社会福祉費
枝番・内容 1 福祉サービス総合相談支援センターの運営

その他重要事業 項

事業名 31120 総合相談支援事業費

区分

R2新規 R3新規

予算

会計 一般会計
担当課 福祉課

R2拡充 R3拡充 款 民生費

14_福祉課_3 31120-1



14_福祉課_4主要事業個票（令和3年度予算）

□ ☑ 1

□ □ 3

□ 1

□ 1

事業の目的・概要（Plan）

[参考] H31決算（Do・Check）　R2.8時点 （千円） [参考] R2当初予算(Action)　R2.3時点 （千円） R2決算（Do・Check）　R3.8時点 （千円） R3予算査定（Action）　 （千円）

※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合あり ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合あり

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

H31完了 R2完了

[事業実績]

[評価等]

[事業内容] [事業実績]

[評価等]

[事業内容]

目的：
地域の相談支援の拠点として総合的な相談業務を行い、障がい者の重
度化・高齢化や親亡き後の生活を包括的に支援する。

実施内容：
訪問支援（継続的につながり続ける伴走支援）や多機関（医療機関や相
談支援事業所等）による支援のコーディネート、相談支援事業所への専
門的指導・助言等。

[スケジュール] [スケジュール]

4月～　設置

次年度以降
の考え方
(担当課)

維持・改善

次年度以降
の考え方
(担当課)

R2完了予定 R3完了予定

維持・改善

拡大 拡大

11,700

事業実績、評価等 事業内容、スケジュール 事業実績、評価等 事業内容、スケジュール

対前年度増減額（決算） 対前年度増減額（当初予算） 対前年度増減額（決算）

決算額 決算額

対前年度増減額（当初予算）

補正等 補正等
予算額

当初

繰越

主な経費

繰越

最終 最終

目的
・地域の相談支援の拠点として総合的な相談業務を行い、障がい者の重度化・高齢化や親亡き後
の生活を包括的に支援する。

概要

・総合相談・専門相談
・地域移行・地域定着の支援
・地域の相談支援体制の強化の取組
・権利擁護・虐待防止

予算額

当初 予算額 当初 予算額 当初 11,700

主な経費 ・基幹相談支援センターの設置に係る経費

内線 2082

目 社会福祉総務費 作成年月 R2.11

社会福祉費
枝番・内容 2 基幹相談支援センターの設置・運営

その他重要事業 項

事業名 31120 総合相談支援事業費

区分

R2新規 R3新規

予算

会計 一般会計
担当課 福祉課

R2拡充 R3拡充 款 民生費

14_福祉課_4 31120-2



14_福祉課_5事業シート（令和3年度予算）
1 ２

3 ⑴

1

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和3年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施 5.令和2年度事業実績、評価等（Check）　R3.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

58,850 58,850 0

0

財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

社会福祉協議会補助金　

説明

事業名 31130 社会福祉協議会助成事業費 予
算

会計 一般会計
総合計画

まちづくりの方向性 心身の健康と文化、教育で心豊かな暮らしを実現する

目的
・社会福祉協議会の運営に関する人件費を補助することにより、福祉事業の組織的活
動や、地域福祉の推進と充実を図る。

概要 ・地域福祉推進に係る人件費を補助

担当課 福祉部　福祉課 内線 2082 目 社会福祉総務費

市長公約
款 民生費 まちづくり戦略 心身が健康で安心して暮らし続けられる社会の実現

項 社会福祉費
根拠計画

地域福祉計画

58,850 58,850 58,850

最終予算

総合計画等　主な指標 R2実績H31実績 R6目標

R3予算 実施計画額 58,800

58,850

決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a)

県費　（ 

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H31 R2

要求額

個票枝番 主な事業内容

58,850 58,850 58,850一般財源 58,850 58,850 58,850

特定財源

国費　（ 

その他（ 

△ 58,850 58,850

査定額

社会福祉協議会に対する助成 58,850 58,850 58,850

評価等
・地域福祉の要としての社会福祉協議会に対する市民ニーズは高く、活動に対する支援の必要性は非
常に高い。
・社会福祉協議会の活動や収支状況を確認したうえで補助金を交付する必要がある。

評価等
財務部
査定の
考え方

・要求どおり

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・社会福祉協議会の活動や財務状況等を確認し、助成する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

担当課
予算要求
ポイント事業実績

・社会福祉協議会への補助金支出（地域福祉活動に関わる本部担当職員1名、嘱託職員1名、9支所分
担当職員9名、福祉活動専門員1名、支部統括職員１名）

事業実績

H31完了 R2完了

R2完了予定 R3完了予定

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

14_福祉課_5 31130



14_福祉課_6事業シート（令和3年度予算）
1 ２

3 ⑴

1

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和3年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施 5.令和2年度事業実績、評価等（Check）　R3.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

3,800 3,800 0

0

財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

社会福祉奉仕活動事業補助金（ボランティアセンター）

説明

事業名 31135 社会福祉奉仕活動事業費 予
算

会計 一般会計
総合計画

まちづくりの方向性 心身の健康と文化、教育で心豊かな暮らしを実現する

目的
・ボランティア活動への市民参加を促進することにより、地域福祉の向上を図る。
・東日本大震災被災地の子どもたちに対する支援を行うことにより、被災地復興を支援
する。

概要
・ボランティア支援センター（高山市社会福祉協議会内）に対する助成
・ボランティア団体等の社会福祉団体の活動支援や、ボランティア活動にかかる損害保険料の一部助成
・東日本大震災被災地の子どもたちと高山市の子どもたちが交流を行う団体への助成

ボランティア団体登録者数

担当課 福祉部　福祉課 内線 2082 目 社会福祉総務費

市長公約
款 民生費 まちづくり戦略 心身が健康で安心して暮らし続けられる社会の実現

項 社会福祉費
根拠計画

地域福祉計画

4,025 3,800 3,800

最終予算

2,468人 3,300人

総合計画等　主な指標 R2実績H31実績 R6目標

R3予算 実施計画額 3,800

3,800

決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a)

県費　（ 

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H31 R2

要求額

個票枝番 主な事業内容

3,800 3,800 3,800一般財源 4,025 3,800 3,800

特定財源

国費　（ 

その他（ 

△ 3,800 3,800

東日本大震災被災地児童受入等に対する助成 225 0 0

査定額

社会福祉奉仕活動事業に対する助成 3,800 3,800 3,800

評価等
・ボランティア団体の活動により、地域福祉活動が推進されている。
・広くボランティア団体が登録し支援を受けられるよう、社会福祉協議会と連携し、事業の周知をする必要
がある。

評価等
財務部
査定の
考え方

・要求どおり

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・ボランティア団体の活動を促進するため継続して実施する。
・広くボランティア団体が登録し支援を受けられるよう、社会福祉協議会と連携
し、事業の周知をする必要がある。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

担当課
予算要求
ポイント事業実績 ・ボランティア支援センターに対する助成 事業実績

H31完了 R2完了

R2完了予定 R3完了予定

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討
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14_福祉課_7事業シート（令和3年度予算）
1 ２

3 ⑴

1

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和3年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施 5.令和2年度事業実績、評価等（Check）　R3.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

200 200 0

0

財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

説明

事業名 31140 行旅死亡人等保護援護事業費 予
算

会計 一般会計
総合計画

まちづくりの方向性 心身の健康と文化、教育で心豊かな暮らしを実現する

目的 ・浮浪者や行旅病人等の保護援護 概要
・浮浪者等への交通費の支給
・行旅病人の医療費、行旅死亡人の火葬等の費用の支給

担当課 福祉部　福祉課 内線 2955 目 社会福祉総務費

市長公約
款 民生費 まちづくり戦略 心身が健康で安心して暮らし続けられる社会の実現

項 社会福祉費
根拠計画

676 139 200

最終予算

総合計画等　主な指標 R2実績H31実績 R6目標

R3予算 実施計画額 200

200

決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a)

130 130 0県費　（ 行旅死亡人等保護援助費　10/10 606 0 130 130

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H31 R2

要求額

個票枝番 主な事業内容

70 70 70一般財源 70 139 70

特定財源

国費　（ 

その他（ 

△ 139 200

査定額

浮浪者や行旅病人等の保護・援護 676 139 200

評価等 ・浮浪者等を援護、保護することができた。 評価等
財務部
査定の
考え方

・要求どおり

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・行旅病人及び行旅死亡人取扱法に基づき継続して実施する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

担当課
予算要求
ポイント事業実績 ・浮浪者等で交通費がないもの2名に交通費を支給した。 事業実績

H31完了 R2完了

R2完了予定 R3完了予定

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討
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14_福祉課_8事業シート（令和3年度予算）
1 ２

3 ⑴

1

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和3年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施 5.令和2年度事業実績、評価等（Check）　R3.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

2,190 2,190 240

240

財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

説明

事業名 31150 戦没者追悼事業費 予
算

会計 一般会計
総合計画

まちづくりの方向性 心身の健康と文化、教育で心豊かな暮らしを実現する

目的
・先の大戦での戦没者の追悼及び遺族会活動を支援することにより、平和思想の啓
発・普及を図る。

概要
・戦没者追悼式の開催
・高山市遺族会連合会に対する助成

担当課 福祉部　福祉課 内線 2082 目 社会福祉総務費

市長公約
款 民生費 まちづくり戦略 心身が健康で安心して暮らし続けられる社会の実現

項 社会福祉費
根拠計画

2,000 1,894 1,950

最終予算

総合計画等　主な指標 R2実績H31実績 R6目標

R3予算 実施計画額 2,000

2,270

決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a)

県費　（ 

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H31 R2

要求額

個票枝番 主な事業内容

2,270 2,190 2,190一般財源 2,000 1,894 1,950

特定財源

国費　（ 

その他（ 

△ 894 1,190

戦没者弔慰補助金 1,000 1,000 1,000 △ 1,000

査定額

戦没者追悼式 1,000 894 950

1,000

評価等 ・戦没者の追悼及び遺族会活動を支援することにより、平和思想の啓発・普及が図られている。 評価等
財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・継続して実施する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

担当課
予算要求
ポイント事業実績

・戦没者追悼式の開催　参列者　８００人
・高山市遺族会連合会に対する助成

事業実績

H31完了 R2完了

R2完了予定 R3完了予定

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

14_福祉課_8 31150



14_福祉課_9事業シート（令和3年度予算）
1 ２

3 ⑴

1

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和3年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施 5.令和2年度事業実績、評価等（Check）　R3.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

1,442 1,442 △ 20

△ 20

財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

高山地区更生保護事業協会補助金

２０人

説明

事業名 31170 地域福祉計画推進事業費 予
算

会計 一般会計
総合計画

まちづくりの方向性 心身の健康と文化、教育で心豊かな暮らしを実現する

目的 ・円滑に社会福祉事務所を運営し、地域福祉を推進する。 概要
・高山市社会福祉事務所の運営
・更生保護事業に対する支援
・地域福祉計画の策定及び進捗管理

「地域で支え合い、安心して暮らせる環境が整っている」と
感じている市民の割合

担当課 福祉部　福祉課 内線 2082 目 社会福祉総務費

市長公約
款 民生費 まちづくり戦略 心身が健康で安心して暮らし続けられる社会の実現

項 社会福祉費
根拠計画

地域福祉計画

1,626 1,308 1,462

最終予算

45.6% ⤴

総合計画等　主な指標 R2実績H31実績 R6目標

R3予算 実施計画額 1,500

1,493

決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a)

県費　（ 

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H31 R2

要求額

個票枝番 主な事業内容

1,493 1,442 1,442一般財源 1,626 1,308 1,462

特定財源

国費　（ 

その他（ 

△ 108 154

高山地区更生保護事業協会への助成 948 948 948 △ 948

査定額

地域福祉計画市民推進委員報酬 308 108 154

948

評価等
・社会福祉事務所の円滑な運営が図られている。
・第４期高山市地域福祉計画に基づき、多様な主体の協働による誰もが安心していきいきと暮らせるまち
づくりを目指していくことが必要である

評価等
財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・第４期地域福祉計画に基づき、地域福祉を推進する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

担当課
予算要求
ポイント事業実績

・地域福祉計画市民策定推進委員会の開催　1回
・高山保護区保護司会への補助金の助成
・地域福祉計画の進捗管理
・第4期地域福祉計画の策定

事業実績

H31完了 R2完了

R2完了予定 R3完了予定

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

14_福祉課_9 31170



14_福祉課_10事業シート（令和3年度予算）
1 １

3 ⑴

1

2

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和3年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施 5.令和2年度事業実績、評価等（Check）　R3.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

21,500 21,500 △ 5,500

△ 5,500

財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

説明

事業名 31200 障がい者就労支援事業費 予
算

会計 一般会計
総合計画

まちづくりの方向性 多様な働き方と優れた産品、サービスで財を稼ぐ

目的
・障がい者の就労につながる指導等を行う事業者を支援することにより、障がい者の自
立を図る。

概要
・障がい者雇用創出事業、障がい者雇用支援事業（指定管理者）を実施し、障がい者の雇用促進を図る。
・障がい者を雇用した事業主に対し、賃金の一部を助成し、障がい者の経済的自立を支援する。

障がい者福祉施設利用者の一般就労への移行数（年間）

担当課 福祉部　福祉課 内線 2082 目 障がい者福祉費

市長公約
・協働のまちづくりにより地域共助を強化し、地域全体で子どもや高齢者、子育て
世帯、介護世帯、障がい児（者）などを支えられる地域環境の整備を進めます。

款 民生費 まちづくり戦略 多様な働き方に適応した労働環境の構築

項 社会福祉費
根拠計画

障がい者福祉総合計画

30,000 20,722 27,000

最終予算

27人 30人

総合計画等　主な指標 R2実績H31実績 R6目標

R3予算 実施計画額 30,000

24,550

決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a)

県費　（ 

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H31 R2

要求額

個票枝番 主な事業内容

24,550 21,500 21,500一般財源 30,000 20,722 27,000

特定財源

国費　（ 

その他（ 

△ 9,096 6,000

障がい者の就労支援に対する助成 13,000 9,888 13,000 △ 9,888

査定額

障がい者雇用創出事業委託 11,000 9,096 11,000

13,000

障がい者の雇用継続に対する助成 6,000 1,738 3,000 △ 1,738 2,500

評価等
・働く障がい者の自立につながっている。
・障がい者の就労支援が一般就労につながるよう、関係事業者等と連携し取り組む必要がある。
・障がい者の就労が促進されるなか、雇用の継続への支援が必要とされている。

評価等
財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・障がい者の就労を促進するために事業を継続する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

担当課
予算要求
ポイント事業実績

・障がい者雇用を行った民間事業者へ助成　16社　雇用者　31人
・障がい者雇用促進事業　1社　雇用者　11人
・障がい者雇用を行った指定管理者への助成　3社　雇用者　10人

事業実績

H31完了 R2完了

R2完了予定 R3完了予定

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討
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14_福祉課_11事業シート（令和3年度予算）
1 ２

3 ⑴

1

2

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和3年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施 5.令和2年度事業実績、評価等（Check）　R3.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

23,000 23,000 1,000

250

財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

説明

事業名 31210 身体障がい者補装具等給付事業費 予
算

会計 一般会計
総合計画

まちづくりの方向性 心身の健康と文化、教育で心豊かな暮らしを実現する

目的 ・対象者に補装具を支給することにより、職業その他日常生活の能率の向上を図る。 概要 ・障がい等の状況に応じた補装具費の支給

担当課 福祉部　福祉課 内線 2082 目 障がい者福祉費

市長公約
款 民生費 まちづくり戦略 心身が健康で安心して暮らし続けられる社会の実現

項 社会福祉費
根拠計画

障がい者福祉総合計画

22,752 22,714 22,000

最終予算

総合計画等　主な指標 R2実績H31実績 R6目標

R3予算 実施計画額 22,000

23,010

決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a)

5,750 5,750 250

500

県費　（ 自立支援給付費（補装具費）　1/4 5,500 4,566 5,500 5,787

11,300 11,500 11,500

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H31 R2

要求額

個票枝番 主な事業内容

5,923 5,750 5,750一般財源 6,252 9,148 5,500

特定財源

国費　（ 自立支援給付費（補装具費）　1/2 11,000 9,000 11,000

その他（ 

△ 22,714 23,000

査定額

身体障がい者補装具等給付 22,752 22,714 22,000

評価等 ・補装具の給付を必要とする方の日常生活の質の向上に資するものであり、支援効果は高い。 評価等
財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・継続して実施する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

担当課
予算要求
ポイント事業実績

・補装具の交付　122件
・補装具の修理　131件
・難聴児補聴器の助成　2件

事業実績

H31完了 R2完了

R2完了予定 R3完了予定

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

14_福祉課_11 31210



14_福祉課_12事業シート（令和3年度予算）
1 ２

3 ⑴

1

2

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和3年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施 5.令和2年度事業実績、評価等（Check）　R3.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

39,900 39,900 0

△ 14

財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

説明

事業名 31215 更生医療等給付事業費 予
算

会計 一般会計
総合計画

まちづくりの方向性 心身の健康と文化、教育で心豊かな暮らしを実現する

目的 ・障がいの回復・軽減のための治療費を助成し、障がい者の自立を図る。 概要
・更生医療：障がい者の状況に応じた自立支援医療費の支給
・育成医療：障がい児の状況に応じた自立支援医療費の支給

担当課 福祉部　福祉課 内線 2082 目 障がい者福祉費

市長公約
款 民生費 まちづくり戦略 心身が健康で安心して暮らし続けられる社会の実現

項 社会福祉費
根拠計画

障がい者福祉総合計画

41,348 38,037 39,900

最終予算

総合計画等　主な指標 R2実績H31実績 R6目標

R3予算 実施計画額 40,000

43,100

決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a)

10,244 10,244 14

0

県費　（ 自立支援給付費（自立支援医療）　1/4、県移譲事務交付金 10,784 9,250 10,230 11,040

21,500 19,900 19,900

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H31 R2

要求額

個票枝番 主な事業内容

10,560 9,756 9,756一般財源 9,564 10,287 9,770

特定財源

国費　（ 自立支援給付費（自立支援医療）　1/2 21,000 18,500 19,900

その他（ 

△ 36,948 38,000

育成医療給付 2,000 990 1,800 △ 990

査定額

更生医療給付 39,248 36,948 38,000

1,800

手数料 100 99 100 △ 99 100

評価等 ・自立支援医療の給付を必要とする方の日常生活の質の向上に資するものであり、支援効果は高い。 評価等
財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・継続して実施する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

担当課
予算要求
ポイント事業実績

・更生医療：実人数139人（うち入院26人、入院外113人）
・育成医療：実人数21人（うち入院9人、入院外12人）

事業実績

H31完了 R2完了

R2完了予定 R3完了予定

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

14_福祉課_12 31215



14_福祉課_13事業シート（令和3年度予算）
1 ２

3 ⑴

1

2

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和3年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施 5.令和2年度事業実績、評価等（Check）　R3.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・継続して実施する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

維持・改善

拡大 拡大

評価等

・相談から必要な支援につなぐなど、障がい者の生活上の不安を解消している。
・人工透析療養者の通院費助成については、前年よりも件数が増加しており、対象者にも浸透しており交
通費の負担軽減が図られている。
・難病療養者通院助成については、保健所とも連携しながら制度の周知に努め、通院にかかる交通費等
の助成を行うことで負担軽減が図られている。

評価等

事業実績

・相談支援　20,944件
・介助犬飼育　2件
・自動車購入等　3件
・タクシー利用　3,047件
・ニュー福祉機器　7件
・手話通訳・要約筆記利用実人数　16件
・人工透析療養者通院費助成　645件
・在宅障がい者交通費助成　49件
・難病療養者通院助成　79件
・障がい者世帯の雪下ろし等助成　0件

事業実績

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

H31完了 R2完了

R2完了予定 R3完了予定

財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

担当課
予算要求
ポイント

△ 543 700在宅障がい者交通費助成 1,000 543 700

△ 1,058 2,000

手話通訳設置、派遣 4,000 4,000 4,000

△ 265 300

難病療養者通院費助成 2,800 1,058 2,100

身体・知的・精神障がい者、発達障がい者（児）に対する相談支援 20,490 20,453 20,590

△ 1,646 2,000

人工透析療養者通院費助成 500 265 400

重度障がい者タクシー利用費助成

個票枝番 主な事業内容

△ 4,000 1,090

2,000 1,646 2,000

特定財源

国費　（ 地域生活支援事業費　1/2 2,000 2,000 2,000

その他（ 福祉健康基金繰入金 1,770 1,769 980

査定額

△ 20,453 20,390

総合計画等　主な指標

一般財源 29,201 24,631

決算 (a) 決算 (b)

R2 R3予算 実施計画額 29,000

28,969 27,031 27,031 △ 1,220

800 800 △ 180

財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)当初予算 (c) 最終予算

28,251

△ 1,500

県費　（ 地域生活支援事業費　1/4　等 1,750 1,446 1,510 960

420 500 500

760 760 △ 750

款 民生費 まちづくり戦略 心身が健康で安心して暮らし続けられる社会の実現

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H31

社会福祉費
根拠計画

障がい者福祉総合計画

34,721 29,846 32,741

最終予算

30,349 29,091 29,091 △ 3,650

要求額

R2実績H31実績 R6目標

身体障がい者相談支援（公社）、知的等（ぷりずむ（慈光会））、精神
（やまびこ（生仁会））

説明

項

増減 (b)-(a)

事業名 31220 障がい者生活支援事業費 予
算

会計 一般会計
総合計画

まちづくりの方向性 心身の健康と文化、教育で心豊かな暮らしを実現する

目的
・障がいのある方への福祉サービス情報の提供や相談・指導訪問、手話通訳などのコ
ミュニケーション支援などにより、日常生活や社会生活を送ることができるようにする。

概要

・障がいのある方の生活の自立と社会参加を促進するための相談支援事業及び自立のための訪問指導
・手話通訳者の設置及び派遣などを行うコミュニケーション支援
・発達障がい者（児）に関する相談支援
・介助犬飼育、自動車改造、タクシー利用、ニュー福祉機器の導入などに係る支援

担当課 福祉部　福祉課 内線 2082 目 障がい者福祉費

市長公約
・協働のまちづくりにより地域共助を強化し、地域全体で子どもや高齢者、子育て
世帯、介護世帯、障がい児（者）などを支えられる地域環境の整備を進めます。

14_福祉課_13 31220



14_福祉課_14事業シート（令和3年度予算）
1 ２

3 ⑴

1

2

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和3年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施 5.令和2年度事業実績、評価等（Check）　R3.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

2,450 2,450 △ 110

△ 110

0

財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

説明

事業名 31225 障がい支援区分認定審査事業費 予
算

会計 一般会計
総合計画

まちづくりの方向性 心身の健康と文化、教育で心豊かな暮らしを実現する

目的 ・障がいのある方が必要な支援に応じたサービスを受けることができるようにする。 概要 ・認定審査委員が障がい支援区分等の審査及び判定を行う。

担当課 福祉部　福祉課 内線 2082 目 障がい者福祉費

市長公約
款 民生費 まちづくり戦略 心身が健康で安心して暮らし続けられる社会の実現

項 社会福祉費
根拠計画

障がい者福祉総合計画

2,560 2,239 2,560

最終予算

総合計画等　主な指標 R2実績H31実績 R6目標

R3予算 実施計画額 2,500

2,510

決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a)

県費　（ 

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H31 R2

要求額

個票枝番 主な事業内容

2,405 2,345 2,345

105 105 105

一般財源 2,455 2,134 2,455

特定財源

国費　（ 

その他（ 障がい支援区分認定審査事業（白川村）

△ 2,239 2,450

査定額

障がい支援区分認定審査 2,560 2,239 2,560

105 105 105

評価等 ・障がい者に応じた支援区分認定を行うことにより、適切なサービスの提供に結び付いている。 評価等
財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・継続して実施する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

担当課
予算要求
ポイント事業実績

・審査会　12回
・障がい支援区分認定　214件

事業実績

H31完了 R2完了

R2完了予定 R3完了予定

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

14_福祉課_14 31225



14_福祉課_15事業シート（令和3年度予算）
1 ２

3 ⑴

1

2

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和3年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施 5.令和2年度事業実績、評価等（Check）　R3.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

86,164 86,164 △ 4,000

△ 12,430

9,180

財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

説明

事業名 31230 障がい者手当給付事業費 予
算

会計 一般会計
総合計画

まちづくりの方向性 心身の健康と文化、教育で心豊かな暮らしを実現する

目的
・知的、精神又は身体に障がいがある方に対して、障がい者福祉手当を支給すること
により、自立の促進を図る。

概要 ・障がいがある方の障がいの程度に応じた福祉手当の支給を行う。

担当課 福祉部　福祉課 内線 2082 目 障がい者福祉費

市長公約
款 民生費 まちづくり戦略 心身が健康で安心して暮らし続けられる社会の実現

項 社会福祉費
根拠計画

障がい者福祉総合計画

90,164 87,962 90,164

最終予算

総合計画等　主な指標 R2実績H31実績 R6目標

R3予算 実施計画額 90,000

88,164

決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a)

△ 750

県費　（ 

27,750 27,750 27,750

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H31 R2

要求額

個票枝番 主な事業内容

60,414 49,234 49,234

9,180 9,180

一般財源 61,664 60,475 61,664

特定財源

国費　（ 特別障害者手当等給付費　3/4 28,500 27,487 28,500

その他（ 福祉健康基金繰入金

△ 37,240 37,000

障がい者福祉手当給付費 52,000 50,559 52,000 △ 50,559

査定額

特別障害者手当等給付費 38,000 37,240 38,000

49,000

評価等 ・支給資格のある障がい者全員に手当を支給することより、経済的支援を行っている。 評価等
財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・継続して実施する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

担当課
予算要求
ポイント事業実績 ・手当支給　障がい者福祉手当　2,719人、特別障害者手当　83人、障害児福祉手当　62人 事業実績

H31完了 R2完了

R2完了予定 R3完了予定

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

14_福祉課_15 31230



14_福祉課_16事業シート（令和3年度予算）
1 ２

3 ⑴

1

2

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和3年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施 5.令和2年度事業実績、評価等（Check）　R3.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

7,540 7,540 20

20

財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

指定管理委託料

説明

事業名 31235 身体障がい者福祉センター運営事業費 予
算

会計 一般会計
総合計画

まちづくりの方向性 心身の健康と文化、教育で心豊かな暮らしを実現する

目的 ・障がい者の活動の場の確保等により、社会参加の促進を図る。 概要 ・身体障がい者福祉センターの運営委託（指定管理者へ委託）

担当課 福祉部　福祉課 内線 2082 目 障がい者福祉費

市長公約
款 民生費 まちづくり戦略 心身が健康で安心して暮らし続けられる社会の実現

項 社会福祉費
根拠計画

障がい者福祉総合計画

7,390 7,384 7,520

最終予算

総合計画等　主な指標 R2実績H31実績 R6目標

R3予算 実施計画額 7,500

7,535

決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a)

県費　（ 

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H31 R2

要求額

個票枝番 主な事業内容

7,535 7,540 7,540一般財源 7,390 7,384 7,520

特定財源

国費　（ 

その他（ 

△ 7,384 7,540

査定額

身体障がい者福祉センターの運営 7,390 7,384 7,520

評価等 ・障がい者の活動、情報交換の場として利用され、社会参加を促進している。 評価等
財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・継続して実施する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

担当課
予算要求
ポイント事業実績 ・施設利用者　4,415人 事業実績

H31完了 R2完了

R2完了予定 R3完了予定

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

14_福祉課_16 31235



14_福祉課_17事業シート（令和3年度予算）
1 ２

3 ⑴

1

2

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和3年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施 5.令和2年度事業実績、評価等（Check）　R3.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

1,909,401 1,909,401 55,600

14,200

財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

説明

事業名 31240 障がい福祉サービス給付事業費 予
算

会計 一般会計
総合計画

まちづくりの方向性 心身の健康と文化、教育で心豊かな暮らしを実現する

目的
・障がい種別に関係なく、必要なサービスを提供することにより、障がい者の自立、共生
を促進する。

概要 ・障がい福祉サービス事業所への給付

担当課 福祉部　福祉課 内線 2082 目 障がい者福祉費

市長公約
・協働のまちづくりにより地域共助を強化し、地域全体で子どもや高齢者、子育て
世帯、介護世帯、障がい児（者）などを支えられる地域環境の整備を進めます。

款 民生費 まちづくり戦略 心身が健康で安心して暮らし続けられる社会の実現

項 社会福祉費
根拠計画

障がい者福祉総合計画

1,801,317 1,785,131 1,853,801

最終予算

総合計画等　主な指標 R2実績H31実績 R6目標

R3予算 実施計画額 1,855,800

1,931,501

決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a)

476,600 476,600 13,800

27,600

県費　（ 自立支援給付費（障がい福祉サービス等）　1/4 449,700 420,657 462,800 482,125

964,250 953,200 953,200

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H31 R2

要求額

469,069 482,000

個票枝番 主な事業内容

485,126 479,601 479,601一般財源 452,217 523,160 465,401

特定財源

国費　（ 自立支援給付費（障がい福祉サービス等）　1/2 899,400 841,314 925,600

その他（ 諸収入等

△ 102,260 94,000

短期入所事業給付費 43,700 33,825 43,700 △ 33,825

査定額

居宅介護等事業給付費 113,100 102,260 98,000

△ 469,069 502,000

35,000

療養介護等給付費 40,100 45,647 40,100 △ 45,647 46,000

1,002,000

自立生活援助、就労定着支援、介護保険サービス利用者負担軽減 5,500 6,223 5,500 △ 6,223 8,500

△ 141,694 150,000

生活介護等事業給付費 954,100 923,748 949,100

自立訓練給付費、就労支援給付費 458,000

△ 923,748

共同生活援助事業給付費 130,000 141,694 170,000

評価等
・障がいのある方が利用するサービスに対する給付を行うことで、自立した日常生活等を営むことがで
き、支援効果は高い。

評価等
財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・継続して実施する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

担当課
予算要求
ポイント事業実績

・施設入所支援給付　16施設　147人
・共同生活援助等給付　86人
・居宅介護等給付　231人
・障がい福祉サービス事業給付　延べ13,473人
・障がい福祉サービス利用者数　823人
・就労定着支援　27人

事業実績

H31完了 R2完了

R2完了予定 R3完了予定

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

14_福祉課_17 31240



14_福祉課_18事業シート（令和3年度予算）
1 ２

3 ⑴

1

2

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和3年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施 5.令和2年度事業実績、評価等（Check）　R3.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

57,540 57,540 △ 2,310

△ 1,125

財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

説明

事業名 31245 地域生活支援事業費 予
算

会計 一般会計
総合計画

まちづくりの方向性 心身の健康と文化、教育で心豊かな暮らしを実現する

目的
・障がいのある方が、その有する能力や適性に応じた自立した日常生活または社会生
活を営むことができるようにする。

概要 ・障がいのある方の障がいの状況、ニーズ等に応じたサービスに対する給付

担当課 福祉部　福祉課 内線 2082 目 障がい者福祉費

市長公約
・協働のまちづくりにより地域共助を強化し、地域全体で子どもや高齢者、子育て
世帯、介護世帯、障がい児（者）などを支えられる地域環境の整備を進めます。

款 民生費 まちづくり戦略 心身が健康で安心して暮らし続けられる社会の実現

項 社会福祉費
根拠計画

障がい者福祉総合計画

59,534 55,871 59,850

最終予算

総合計画等　主な指標 R2実績H31実績 R6目標

R3予算 実施計画額 59,800

57,876

決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a)

13,160 13,160 △ 395

△ 790

県費　（ 地域生活支援事業費　1/4 13,480 7,054 13,555 12,576

25,153 26,320 26,320

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H31 R2

要求額

900 1,100

個票枝番 主な事業内容

20,147 18,060 18,060一般財源 19,094 34,623 19,185

特定財源

国費　（ 地域生活支援事業費　1/2 26,960 14,194 27,110

その他（ 

△ 11,119 11,200

障がい者福祉ホーム運営 2,500 2,402 2,500 △ 2,402

査定額

地域活動支援センター機能強化 11,200 11,119 11,200

△ 900 1,100

2,600
障がい者移動支援・障がい者居宅生活支援相互利用・身体障がい者訪問入浴・日中
一時支援 12,200 10,979 12,500 △ 10,979 10,500

800

△ 28,901 30,000

手話通訳者等養成 1,230 895 1,230

障がい者自動車改造費助成・障がい者運転免許取得費助成 1,100

△ 895

日常生活用具給付 30,000 28,901 30,000

評価等 ・様々なサービスの提供により障がいのある方の生活向上につながるなど支援効果は高い。 評価等
財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・継続して実施する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

担当課
予算要求
ポイント事業実績

・地域活動支援センター（やまびこ）相談利用者　延3,721人
・福祉ホームむらやま利用者　延75人
・移動支援利用者　延215人
・日中一時支援利用者　延340人
・相互利用　延24人
・訪問入浴　延73人
・手話奉仕委員養成講座　41人
・手話通訳者養成講座　4人
・自動車改造　3人
・日常生活用具　2,701人　　・リフトバス利用　1,268人
・自動車免許取得助成　6人　　・成年後見　1人

事業実績

H31完了 R2完了

R2完了予定 R3完了予定

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

14_福祉課_18 31245



14_福祉課_19事業シート（令和3年度予算）
1 ２

3 ⑴

1

2

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和3年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施 5.令和2年度事業実績、評価等（Check）　R3.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

2,000 2,000 △ 100

△ 100

財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

説明

事業名 31250 安全安心快適なまちづくり事業費 予
算

会計 一般会計
総合計画

まちづくりの方向性 心身の健康と文化、教育で心豊かな暮らしを実現する

目的
・バリアフリー等に配慮された施設の増加や市民・事業者へのバリアフリー等に対する
意識の高揚を図り、誰もが安全に安心して暮らせるまちづくりを進める。

概要
・既存の民間施設等のバリアフリー化や授乳室等を設置する改修費用の一部を助成
・タクシー業者によるユニバーサルデザインタクシーの購入費用の一部を助成

誰にもやさしいまちづくりの認定件数（累計）

担当課 福祉部　福祉課 内線 2082 目 障がい者福祉費

市長公約
款 民生費 まちづくり戦略 心身が健康で安心して暮らし続けられる社会の実現

項 社会福祉費
根拠計画

地域福祉計画

2,300 1,425 2,100

最終予算

70件

総合計画等　主な指標 R2実績H31実績 R6目標

R3予算 実施計画額 2,100

2,100

決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a)

県費　（ 

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H31 R2

要求額

個票枝番 主な事業内容

2,100 2,000 2,000一般財源 2,300 1,425 2,100

特定財源

国費　（ 

その他（ 

△ 1,425 2,000

ユニバーサルデザインタクシー購入に対する助成 300 0 100 0

査定額

既存の民間施設等のバリアフリー改修等に対する助成 2,000 1,425 2,000

0

評価等 ・民間施設等のバリアフリー等に対する市民の意識は高いことから、事業は必要と考える。 評価等
財務部
査定の
考え方

・ユニバーサルデザインタクシー購入に対する助成について、導入予定事業者が
無いことを踏まえて事業見送り

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・ニーズに応じた事業の運用方法等の検討を行う。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

担当課
予算要求
ポイント事業実績 ・既存の民間施設のバリアフリー改修に対する助成　1件 事業実績

H31完了 R2完了

R2完了予定 R3完了予定

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

14_福祉課_19 31250



14_福祉課_20事業シート（令和3年度予算）
1 ２

3 ⑴

1

2

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和3年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施 5.令和2年度事業実績、評価等（Check）　R3.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

2,050 2,050 0

0

財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

住宅改造、屋根融雪

説明

事業名 31255 障がい者住宅改造助成事業費 予
算

会計 一般会計
総合計画

まちづくりの方向性 心身の健康と文化、教育で心豊かな暮らしを実現する

目的 ・障がいのある方が住み慣れた住宅で安心して健やかな生活ができるようにする。 概要 ・対象となる障がいのある方の住宅を改造する費用又は、住宅に屋根融雪装置を設置する費用を助成する。

担当課 福祉部　福祉課 内線 2082 目 障がい者福祉費

市長公約
款 民生費 まちづくり戦略 心身が健康で安心して暮らし続けられる社会の実現

項 社会福祉費
根拠計画

障がい者福祉総合計画

2,050 305 2,050

最終予算

総合計画等　主な指標 R2実績H31実績 R6目標

R3予算 実施計画額 2,000

2,051

決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a)

県費　（ 

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H31 R2

要求額

個票枝番 主な事業内容

2,051 2,050 2,050一般財源 2,050 305 2,050

特定財源

国費　（ 

その他（ 

△ 300 2,000

査定額

障がい者住宅改造に対する助成 2,000 300 2,000

評価等
・民間住宅をバリアフリー改修することにより、障がい者等の生活向上につながっている。
・障がい者への事業の周知を行う必要がある。

評価等
財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・継続して実施する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

担当課
予算要求
ポイント事業実績 ・住宅改造　1件 事業実績

H31完了 R2完了

R2完了予定 R3完了予定

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

14_福祉課_20 31255



14_福祉課_21事業シート（令和3年度予算）
1 ２

3 ⑴

1

2

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和3年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施 5.令和2年度事業実績、評価等（Check）　R3.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

6,000 6,000 △ 400

△ 400

財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

説明

事業名 31260 自立支援給付等利用者負担助成事業費 予
算

会計 一般会計
総合計画

まちづくりの方向性 心身の健康と文化、教育で心豊かな暮らしを実現する

目的
・障がい福祉サービス等に係る利用者負担について助成することにより、経済的な支援
を図る。

概要 ・自立支援給付と地域生活支援事業の利用者負担に対する助成

担当課 福祉部　福祉課 内線 2082 目 障がい者福祉費

市長公約
款 民生費 まちづくり戦略 心身が健康で安心して暮らし続けられる社会の実現

項 社会福祉費
根拠計画

障がい者福祉総合計画

6,400 5,434 6,400

最終予算

総合計画等　主な指標 R2実績H31実績 R6目標

R3予算 実施計画額 6,400

6,380

決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a)

県費　（ 

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H31 R2

要求額

個票枝番 主な事業内容

6,380 6,000 6,000一般財源 6,400 5,434 6,400

特定財源

国費　（ 

その他（ 

△ 5,434 6,000

査定額

自立支援給付等利用者負担金助成事業扶助費 6,400 5,434 6,400

評価等 ・自己負担助成に該当する障がいサービス利用者全てを対象として、経済的な負担軽減を図っている。 評価等
財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・継続して実施する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

担当課
予算要求
ポイント事業実績 ・自己負担助成利用者　延1,950人 事業実績

H31完了 R2完了

R2完了予定 R3完了予定

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

14_福祉課_21 31260



14_福祉課_22事業シート（令和3年度予算）
1 ２

3 ⑴

1

2

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和3年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施 5.令和2年度事業実績、評価等（Check）　R3.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

1,922 1,922 △ 93

△ 92

財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

１２人

説明

事業名 31265 障がい者施策推進事業費 予
算

会計 一般会計
総合計画

まちづくりの方向性 心身の健康と文化、教育で心豊かな暮らしを実現する

目的 ・障がい者福祉施策の推進を図る。 概要
・身体障がい者施策推進協議会の開催
・各協議会等への支援

担当課 福祉部　福祉課 内線 2082 目 障がい者福祉費

市長公約
款 民生費 まちづくり戦略 心身が健康で安心して暮らし続けられる社会の実現

項 社会福祉費
根拠計画

障がい者福祉総合計画

2,075 1,843 2,015

最終予算

総合計画等　主な指標 R2実績H31実績 R6目標

R3予算 実施計画額 2,000

7,416

決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a)

74 74 △ 1

0

県費　（ 地域生活支援事業費　1/4　等 72 355 75 66

180 180 180

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H31 R2

要求額

個票枝番 主な事業内容

7,170 1,668 1,668一般財源 1,823 1,240 1,760

特定財源

国費　（ 地域生活支援事業費　1/2　等 180 248 180

その他（ 

0 93

身体障害者福祉協会等に対する助成 1,542 1,467 1,390 △ 1,467

査定額

身体障がい者施策推進協議会委員報酬 93 0 185

0

1,389

障がい福祉施設に対する助成 0

障がい福祉サービス事業所等に対する助成

評価等 ・障がいがある方の社会参加の促進等が図られた。 評価等
財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・継続して実施する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

担当課
予算要求
ポイント

障がい福祉施設の人材確保に必要な経費を計上
障がい福祉サービス事業所への助成に必要な経費を計上事業実績

・身体障害者福祉協会等への支援
・高山市障がい者福祉総合計画の進捗管理

事業実績

H31完了 R2完了

R2完了予定 R3完了予定

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

14_福祉課_22 31265



14_福祉課_23事業シート（令和3年度予算）
1 ２

3 ⑴

1

4

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和3年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施 5.令和2年度事業実績、評価等（Check）　R3.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

36,898 36,898 1,570

1,570

財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

指定管理委託料

説明

事業名 31400 福祉センター管理事業費 予
算

会計 一般会計
総合計画

まちづくりの方向性 心身の健康と文化、教育で心豊かな暮らしを実現する

目的
・福祉センター（総合、きりう、荘川）を多くの市民が利用できるように管理し、地域福祉
を推進する。

概要 ・指定管理者による施設管理および運営

担当課 福祉部　福祉課 内線 2082 目 福祉センター費

市長公約
款 民生費 まちづくり戦略 心身が健康で安心して暮らし続けられる社会の実現

項 社会福祉費
根拠計画

地域福祉計画

35,467 35,177 35,328

最終予算

総合計画等　主な指標 R2実績H31実績 R6目標

R3予算 実施計画額 35,000

38,966

決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a)

県費　（ 

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H31 R2

要求額

個票枝番 主な事業内容

38,966 36,898 36,898一般財源 35,467 35,150 35,328

特定財源

国費　（ 

その他（ 使用料

△ 29,680 30,930

査定額

福祉センターの管理運営 29,780 29,680 30,860

27

評価等 ・総合福祉センターは高い利用率となっており、施設が有効に活用されている。 評価等
財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・継続して実施する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

担当課
予算要求
ポイント事業実績

・指定管理者による各福祉センターの維持管理　施設利用者　77,429人
・福祉センター運営委員会の開催
・きりう福祉センター給湯機取替工事
・総合福祉センター会議室用イス等備品購入

事業実績

H31完了 R2完了

R2完了予定 R3完了予定

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

14_福祉課_23 31400



14_福祉課_24事業シート（令和3年度予算）
1 ２

3 ⑴

1

5

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和3年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施 5.令和2年度事業実績、評価等（Check）　R3.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

808,841 808,841 △ 65,480

△ 152,900

113,000

財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

説明

事業名 31500 福祉医療給付事業費 予
算

会計 一般会計
総合計画

まちづくりの方向性 心身の健康と文化、教育で心豊かな暮らしを実現する

目的
・重度等障がい者、子育て家庭、母子父子家庭に医療費を助成することにより経済的
な負担を軽減し、生活の支援を行う。

概要 ・医療機関受診時の保険診療にかかる医療費の自己負担分を助成

受給資格者数

担当課 福祉部　福祉課 内線 2082 目 福祉医療費

市長公約
款 民生費 まちづくり戦略 心身が健康で安心して暮らし続けられる社会の実現

項 社会福祉費
根拠計画

障がい者福祉総合計画、子どもにやさしいまちづくり計画

905,869 819,453 874,321

最終予算

16,143人

総合計画等　主な指標 R2実績H31実績 R6目標

R3予算 実施計画額 845,000

807,386

決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a)

297,570 297,570 △ 25,580県費　（ 重度障がい者医療費　1/2　等 332,855 301,330 323,150 301,170

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H31 R2

要求額

個票枝番 主な事業内容

506,216 398,271 398,271

113,000 113,000

一般財源 573,014 460,538 551,171

特定財源

国費　（ 

その他（ 福祉健康基金繰入金

△ 283,175 290,000

母子父子医療費 55,000 52,237 55,000 △ 52,237

査定額

子ども医療費 300,000 283,175 290,000

57,585

54,000

重度障がい者医療費 509,456 443,305 500,000 △ 443,305 436,000

評価等 ・重度等障がい者、子育て家庭、母子父子家庭の経済的負担軽減に効果がある。 評価等
財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・継続して実施する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

担当課
予算要求
ポイント事業実績

・重度等障がい者　3,758人
・子ども　10,831人
・母子父子　1,554人

事業実績

H31完了 R2完了

R2完了予定 R3完了予定

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

14_福祉課_24 31500



14_福祉課_25事業シート（令和3年度予算）
1

3

3

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和3年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施 5.令和2年度事業実績、評価等（Check）　R3.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

2,236 2,236 0

0

財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

説明

事業名 33100 生活保護事務費 予
算

会計 一般会計
総合計画

まちづくりの方向性

目的 ・生活保護の適正な実施 概要 ・生活保護事業の執行

担当課 福祉部　福祉課 内線 2955 目 生活保護総務費

市長公約
款 民生費 まちづくり戦略

項 生活保護費
根拠計画

2,266 2,045 2,236

最終予算

総合計画等　主な指標 R2実績H31実績 R6目標

R3予算 実施計画額 2,236

2,303

決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a)

0

県費　（ 

675 600 600

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H31 R2

要求額

個票枝番 主な事業内容

1,628 1,636 1,636一般財源 1,666 1,397 1,636

特定財源

国費　（ 生活保護費　3/4 600 648 600

その他（ 

2,236

査定額

生活保護事務費 2,266 2,045 2,236

評価等 ・適正な生活保護事業を執行している。 評価等
財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・継続して実施する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

担当課
予算要求
ポイント事業実績 ・生活保護事業の執行 事業実績

H31完了 R2完了

R2完了予定 R3完了予定

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

14_福祉課_25 33100



14_福祉課_26事業シート（令和3年度予算）
1 ２

3 ⑴

3

2

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和3年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施 5.令和2年度事業実績、評価等（Check）　R3.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

590,001 590,001 0

0

財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

説明

事業名 33200 生活保護給付事業費 予
算

会計 一般会計
総合計画

まちづくりの方向性 心身の健康と文化、教育で心豊かな暮らしを実現する

目的
・生活に困窮する方に対し、その程度に応じた必要な保護を行い、健康で文化的な最
低限度の生活を保障するとともに、自立を助長する。

概要 ・生活扶助、住宅扶助、介護扶助、医療扶助、出産扶助、生業扶助、葬祭扶助等の給付

担当課 福祉部　福祉課 内線 2955 目 扶助費

市長公約
款 民生費 まちづくり戦略 心身が健康で安心して暮らし続けられる社会の実現

項 生活保護費
根拠計画

635,567 535,932 590,001

最終予算

総合計画等　主な指標 R2実績H31実績 R6目標

R3予算 実施計画額 600,000

590,001

決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a)

4,900 4,900 0

0

県費　（ 生活保護費　2.5/10　等 5,900 2,783 4,900 4,897

442,500 442,500 442,500

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H31 R2

要求額

個票枝番 主な事業内容

142,604 142,601 142,601一般財源 172,167 143,191 142,601

特定財源

国費　（ 生活保護費　7.5/10 457,500 383,569 442,500

その他（ 生活保護第63条返還金、第78条徴収金

590,000

返還金 25,567 25,567 1

査定額

生活保護扶助費 610,000 510,365 590,000

6,389

1

評価等 ・適正に生活扶助費等を支給した。 評価等
財務部
査定の
考え方

・要求どおり

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・継続して実施する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

担当課
予算要求
ポイント事業実績 ・生活扶助、住宅扶助、介護扶助、医療扶助、出産扶助、生業扶助、葬祭扶助等の給付 事業実績

H31完了 R2完了

R2完了予定 R3完了予定

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

14_福祉課_26 33200



14_福祉課_27事業シート（令和3年度予算）
1 ２

3 ⑴

5

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和3年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

◎ 1

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施 5.令和2年度事業実績、評価等（Check）　R3.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

3,176 3,176 1,630

130

500

財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

報酬　5人

説明

事業名 35100 被災者支援事業費 予
算

会計 一般会計
総合計画

まちづくりの方向性 心身の健康と文化、教育で心豊かな暮らしを実現する

目的 ・被災者の生活再建を支援する。 概要 ・火災等の被災者に対し、罹災の程度に応じた見舞金を支給

担当課 福祉部　福祉課 内線 2955 目 災害救助費

市長公約
款 民生費 まちづくり戦略 心身が健康で安心して暮らし続けられる社会の実現

項 災害救助費
根拠計画

地域防災計画

2,000 400 1,546

最終予算

総合計画等　主な指標 R2実績H31実績 R6目標

R3予算 実施計画額 1,500

3,224

決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a)

1,000 1,000 1,000県費　（ 被災者生活・住宅再建支援事業費　2/3 1,000

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H31 R2

要求額

個票枝番 主な事業内容

724 676 676

1,500 1,500 1,500

一般財源 500 400 546

特定財源

国費　（ 

その他（ 福祉健康基金繰入金

△ 400 500

交通・火災災害見舞金 1,500 0 1,000 0

査定額

火災等被災者見舞金 500 400 500

1,500 1,000

1,500

1,000

災害弔慰金等支給審査委員 46 46

被災者生活・住宅再建支援金

評価等 ・被災者の生活支援を図った。 評価等
財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・継続して実施する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

担当課
予算要求
ポイント事業実績 ・被災者見舞金の支給　4件（火災） 事業実績

H31完了 R2完了

R2完了予定 R3完了予定

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討
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14_福祉課_28主要事業個票（令和3年度予算）

□ ☑ 1

□ □ 3

□ 5

□ 1

事業の目的・概要（Plan）

[参考] H31決算（Do・Check）　R2.8時点 （千円） [参考] R2当初予算(Action)　R2.3時点 （千円） R2決算（Do・Check）　R3.8時点 （千円） R3予算査定（Action）　 （千円）

※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合あり ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合あり

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

H31完了 R2完了

[事業実績]

[評価等]

[事業内容] [事業実績]

[評価等]

[事業内容]

　・令和２年７月豪雨による被災者に対し、被災者生活・住宅再建支援金
　　を支給する。
　　※全壊世帯１世帯について住宅の建設を予定しているが、令和２年
　　　 度中に建設場所等決まらないため、加算支援金の申請が令和3年
　　　 度になる。

[スケジュール] [スケジュール]

次年度以降
の考え方
(担当課)

維持・改善

次年度以降
の考え方
(担当課)

R2完了予定 R3完了予定

維持・改善

拡大 拡大

1,500

事業実績、評価等 事業内容、スケジュール 事業実績、評価等 事業内容、スケジュール

対前年度増減額（決算） 対前年度増減額（当初予算） 対前年度増減額（決算）

決算額 決算額

対前年度増減額（当初予算）

補正等 補正等
予算額

当初

繰越

主な経費

繰越

最終 最終

目的 ・被災者の生活再建を支援する。 概要 ・令和2年7月豪雨による被災者に対し、被災者生活・住宅再建支援金を支給する。

予算額

当初 予算額 当初 予算額 当初 1,500

主な経費
・令和2年7月豪雨による被災者に対する被災者生活・住
宅再建支援金

内線 2081

目 災害救助費 作成年月 R2.11

災害救助費
枝番・内容 1 被災者生活・住宅再建支援金の支給

その他重要事業 項

事業名 35100 被災者支援事業費

区分

R2新規 R3新規

予算

会計 一般会計
担当課 福祉課

R2拡充 R3拡充 款 民生費

14_福祉課_28 35100-1


